
2024年6月3日
日本台湾交流協会

農林水産物・食品輸出支援プラットフォーム（台湾）

台湾での輸出支援プラットフォームの活動と
都道府県との連携について



Ⅰ 台湾向け日本産農林水産物・食品の輸出をめぐる状況
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（注）人口は2024年末時点、可処分所得は2023年末時点 （引用）台湾PFレポート

台湾における人口分布
• 台湾の人口総数は2024年末時点で、約2,340 万人。その３割強が北部の台北市、新北市、桃園市に集中。
• 一方で、比較的人口の多い中南部の都市や世帯平均所得が高い都市が存在しており、これらの都市における、更なる
日本産食品の販路拡大が期待される。
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（引用）農水省公表資料

台湾向け輸出状況（2024年）
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• ２０２４年における台湾向け日本産農林水産物・食品の輸出額は1,703億円で、国・地域別で第３位。
• 品目別では、２３年に引き続き、アルコール飲料が１位を占めている。りんご、ホタテ、牛肉と、台湾では生産量が少
なく日本産が大きな付加価値を有する品目が続く。日本食を再現するために不可欠な調味料類も人気。

1 アルコール飲料 159億円

2 りんご 156億円

3 ホタテ貝（生鮮等） 121億円

4 牛肉 113億円

5 ソース混合調味料 93億円

6 清涼飲料水 46億円

7 菓子（米菓を除く） 40億円

8 ぶどう 35億円

9 ペットフード 31億円

10 たばこ 31億円

２０２４年 台湾向け輸出上位１０品目



台湾市場の特徴、トレンド
●親日家も多く、日本のブランド力について多くの消費者が価値を認知。
●特徴として、家庭で手の込んだ調理を行う機会は少なく（特に都市部）、外食の機会が多い。
 2024年での台湾のレストラン市場の営業額は1兆377億台湾元で、過去最高を記録。
 非日系店舗の成熟化が進んでおり、台湾における日本食のレベルが底上げされている。
●日本産原料を輸入し、台湾で商品に加工するケースも増えている。
●日本産食品のPRの取組は、長年、人口の多い北部都市（台北・新北）が主だったが、
 近年、日系大手小売の進出もあり、地方都市の市場が開拓されつつある。

台湾における飲食店売上高推移 直近５年間
日本産抹茶を使ったパン DONKI、LOPIAとも地方（台中・高雄）に

進出済。（上：DONKI高雄、下：LOPIA台中）



Ⅱ 輸出支援プラットフォーム（台湾）との連携のご提案
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１ オールジャパン商談会の実施
台湾市場への販路拡大に意欲を有する事業者が出展する商談会（１日間）を昨年度実施。
出展社は15件。
昨年度は計53件のバイヤーが来場し、180件以上の商談を実施。
地方都市の事業者も10件の来場があった。見込み含む成約額は5,500万円超。

（実施時期） 2026年2～3月頃（仮）
（場 所） 台北市内（仮）
（〆 切）年内（ご関心のある際は出来るだけ早めにご一報頂けると幸いです)
（必要情報）出展希望の事業者名、品目

２ 外食店等バイヤーへの日本産食品メニュー・酒類等提案イベント
B to B の商流拡大を支援するため、主に外食店をターゲットとしたイベントを予定。
日本産食材や日本酒を活用したメニュー提案を検討。

（実施時期） 2025年10月頃
（〆 切） 2025年６月（ご関心のある際は出来るだけ早めにご一報頂けると幸いです)
（必要情報）メニュー提案に活用してほしい品目

オールジャパン商談会

プラットフォームの取組① 商流拡大イベントの実施



プラットフォームの取組② 台湾市場に関する調査事業
３ 台湾の消費者・バイヤーに対する動向調査
台湾における日本産農林水産物・食品の消費嗜好やバイヤーの動向等の調査を予定。
調査項目は県や事業者から要望を受付。調査はアンケート、グループインタビュー等想定。
成果物はレポートとして農水省、日本台湾交流協会のHP等で公表。

（実施時期）2025年8月以降に調査開始
（〆 切）2025年7月18日（ご関心のある際は出来るだけ早めにご一報頂けると幸いです)
（必要情報）調査を希望するテーマ、質問内容

４ 品目別レポートの作成、全体レポート等の更新
都道府県や事業者の要望を踏まえ、品目別レポートを作成。

（実施時期） 2026年9月以降に調査開始
（〆 切） 2025年8月（ご関心のある際は出来るだけ早めにご一報頂けると幸いです)
（必要情報）調査を希望するテーマ

５ プラットフォームからのメールでの情報発信
日々、非日系をはじめとするバイヤーへのメール等での情報発信を積極的に実施し、市場開拓をサポート。

（実施時期）随時
（必要情報）配信してほしい情報

全体レポート（昨年度更新）



プラットフォームの取組③ 都道府県、事業者による商流拡大の支援等
６ IEATウェブサイトにおける日本産品情報の掲載
一昨年度より、台湾最大の輸出入事業者団体IEATのウェブサイトでの
日本産品の情報提供を実施。現在、総掲載件数は270件以上。
掲載した情報は、プラットフォームで繋がりを有する700件以上のバイヤーに紹介致します。
バイヤーからの要望があった際には、マッチング支援を実施します。

（実施時期）随時

７ Facebookによる情報発信
日本への関心が高い台湾在住者を中心に、21万人のフォロワーを有する
当事務所Facebookアカウントで、都道府県が実施する日本産食品イベントの情報を発信可能です。

（実施時期）随時
（必要情報）発信を希望するイベント等の情報、記事作成用の写真、産品に関する情報

８ 日本台湾交流協会 海外コーディネーターによる支援
日本産農林水産物・食品輸出、現地市場開拓に際し、レポート作成やブリーフィング等支援を実施。

（実施時期）随時
（申込方法）日本国内の最寄りのJETROより申し込みください。

https://www.jetro.go.jp/services/coordinator/

IEATウェブサイトでの情報掲載

Facebookでのイベント広報

https://www.jetro.go.jp/services/coordinator/


プラットフォームの取組③ 都道府県、事業者による商流拡大の支援等

９ 都道府県が実施するイベントへのバイヤー向け参加呼びかけ
プラットフォームで繋がりを有する700件以上のバイヤーに対し、
都道府県が実施するイベント（商談会等）の案内を行うことが可能です。

（実施時期）随時
（必要情報）イベントに関する情報、連絡窓口に関する情報

10 市場価格調査
台湾の実店舗での価格調査や販売状況に関する調査もご対応可能です（情報の取扱はご担当者限り）。
（時期によってご返事に時間を要する場合もある旨、ご承知おき願います）

（実施時期）随時
（必要情報）市場調査を希望する品目、（もしあれば）希望する店舗



プラットフォームの連絡先、HPリンク

●当プラットフォームに関するお問い合わせ、台湾への日本産農林水産物・食品の輸出に
 関するお問い合わせについては、下記アドレスに、ぜひお気軽にご連絡ください！

お問い合わせ先：taiwan-pf-k1＠tp.koryu.or.jp

●HPでは、プラットフォームのこれまでの活動や、取組に関するご案内、
 輸出に関するレポート（全体版、水産物、調味料、野菜、アルコール類）等を
 公表しています。ぜひご覧頂けますと幸いです。

リンク：https://www.koryu.or.jp/business/platform/

https://www.koryu.or.jp/business/platform/


Ⅲ 輸出環境の整備に関する対応について
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輸出環境の整備に関する対応 ①

 放射性物質に係る食品輸入規制の撤廃や牛肉の月齢制限撤廃などの早期実現に向けて、あらゆるレベルで台湾
当局に働きかけ。

 その他、台湾ＰＦに寄せられる事業者からの要望や通関トラブル等に対しても、規制内容の確認や改善を要望。

２．日本産牛肉の月齢制限の撤廃
 2025年5月、これまで30ヶ月齢未満に限られていた日本産牛肉の輸入について、月齢制限を撤廃。
 高級銘柄を中心に30か月齢以上でと畜されるものが多く（黒毛和種の約４割）、今回の条件緩和に
より、台湾向けの牛肉輸出が、一層拡大することを期待。

１．放射性物質に係る食品輸入規制の緩和
 2024年９月、これまで輸入停止となっていた5県（福島県、茨城県、栃木県、群馬県及び
千葉県）の野生鳥獣肉、きのこ類、コシアブラについて輸入停止を解除。また、5県以外
の放射性物質検査報告書の添付義務を撤廃。

 引き続き、残る規制の全廃に向けてあらゆる機会を通じて、台湾当局への働きかけを実施。
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３．日本産乳・乳製品の輸出検疫証明書に関する協議
 2024年11月、日本でのランピースキン病の発生を受け、日本産乳・乳製品の輸出検疫証明書の
内容修正が必要となった。

 台湾当局へ迅速に通報するとともに日本産乳・乳製品が国際基準に沿って殺菌されていることを説
明し、発生から５日で修正内容に合意が得られ、輸出再開が認められた。

輸出環境の整備に関する対応 ②

４．いちご等青果物の残留農薬基準への対応
 青果物の輸出に当たっては、輸出先の残留農薬基準等に従い、当該基準等に適合した青果物を輸
出する必要。

 他方で、国によって、気候・風土等の違いにより、病害虫等の発生状況や作物の栽培方法、農薬の
使用方法等が異なるため、我が国に比べて輸出先での残留農薬基準値が低い場合がある。

 このため、日本政府は、我が国と同等の基準値が設定されるよう、台湾をはじめとする輸出先に対する、
輸入農産物用の残留農薬基準を設定するための申請（インポートトレランス申請）に係る取組を実
施。

 本申請の結果、 2024年は、台湾において４件の基準値が見直し（緩和）。
 いちごを含む青果物全体で引き続き、基準値の遵守を注意喚起するとともに、インポートトレランス申
請に係る取組を推進。



台湾プラットフォーム 

 

1. プラットフォーム主催 オールジャパン商談会への参加事業者を募集いたします！ 

 台湾市場への販路拡大に意欲を有する事業者さまにご出展いただける商談会（１日間）を実施

予定です。ぜひお気軽にプラットフォームにお問い合わせください。 

●実施時期：2026年2～3月頃（仮） 

●開催場所：台北市内（仮） 

●昨年実績：53件のバイヤーが来場、180件以上の商談を実施。見込含む成約額は5,500万円超。 

 

2. 外食店を主たるターゲットとした、日本産食材・日本酒メニュー提案イベントを開催します！ 

 ＢｔｏＢの商流拡大を支援するため、主に外食店をターゲットとした日本食材と日本酒のメニ

ュー提案イベントを開催予定です。外食向けのＰＲに活用したい品目などございましたら、ぜひご

相談ください。 

●実施時期：2025年10月頃（仮） 

●開催場所：検討中 

 

３．輸出支援プラットフォームに調査してほしいテーマを募集しています！ 

●台湾における日本産農林水産物・食品の消費嗜好やバイヤーの動向等の調査を実施します。 

 調査を希望するテーマ等ありましたら、お気軽にご連絡ください。 

●品目ごとの調査レポートの作成も予定しております。希望する品目がありましたら、お気軽に 

ご相談ください。 

●台湾市場や規制に関するメールでの情報発信も実施しています。配信ご希望の際は下記アドレス 

までご連絡ください。また、配信してほしい情報などがある際もお気軽にご連絡ください。 

 

４. 都道府県、事業者の皆さまによる台湾向け販路拡大の取組を支援しております！ 

この他、台湾プラットフォームでは、以下のような取組等を通じ、皆さまの販路拡大の支援を実施

しています。ぜひお気軽にご連絡いただけますと幸いです！ 

 ＞ 台湾最大の輸出入事業者団体 IEATのウェブサイトでの商品紹介 

 ＞ 都道府県が実施するイベントについて、当所 Facebookで記事を作成、発信 

 ＞ 日本台湾交流協会 海外コーディネーターによる支援（お申込みは最寄りの JETROへ） 

 ＞ 都道府県が実施するイベントへのバイヤー向け参加呼びかけ 

 ＞ 実店舗での市場価格、販売状況調査 等 

 

お問い合わせ先：taiwan-pf-k1★tp.koryu.or.jp （メール送信の際、★を＠に変えてください） 
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